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はじめに（光サービス卸に対する規律・検証の方向性）1
• 第80回の会合でも申し上げた通り、NTT東西殿による卸検証については、ガイド

ラインに基づく事後的な検証、かつ「自己検証」という位置付けであるため、適
性な情報開示がなされなければ総務省様や研究会による牽制効果も十分に働かな
い構造は依然変わっておりません。

• 「適正な交渉を促進するための透明性確保」が十分になされない中で接続料の上
昇傾向が始まったため、接続料相当額に応じた卸料金の低廉化という目的を達す
ることができず現在に至っております。

• 当協会としましては通信政策特別委員会の提言も踏まえ、事業者間協議等には引
き続き真摯に取り組んでいく所存ですが、本研究会での検証が適切になされるよ
う要望いたします。
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はじめに（光サービス卸に対する規律・検証の方向性）2

• これまでのNTT東西殿の説明を踏まえれば、卸料金は接続料相当額とは関
係なく、独自の理論で設定されていると考えられ、卸料金と接続料相当額
の差分の検証を行うことで卸料金の透明性を確保する卸検証の前提が崩れ
ていると思われます。

• そのような状況においては、総務省殿が卸役務の適性性に課題が生じてい
るか否かの把握は非常に困難であり、卸役務に関するルールが担保されて
いるとは言い難いと考えます。

• 具体的には、当協会が情報通信審議会・通信政策特別委員会（第７回）に
てご説明した通り、接続と同等レベルで規制・検証がなされるべきです。
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第91回の卸検証結果の説明について
以下の項目での説明につきましては、前回同様、やはり「定量的」なデータでの説明
がなく、コラボ事業者が理解しづらい内容になっているかと存じます。引き続きロジ
カルな説明をいただく必要があると考えます。

１．光サービス卸の運営に関わるコスト 
２．光サービス卸の卸先事業者の支援に係るコスト 
３．新たなサービス開発や設備増強に係る投資への対応
４．サービス全般の仕組み見直しや運用改善への対応
５．今後の事業者要望や設備老朽化等への対応
６．今後における需要やコストの見通し
７．光サービス卸のビジネスモデル

第91回
検証結果資料
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「１．光サービス卸の運営に関わるコスト」 
「２．光サービス卸の卸先事業者の支援に係るコスト」 

光卸の契約者数が微増に留ま
る中で、2024年の新規機能実
装は増加しておらず、償却費ベ
ースにおいては卸原価全体への
影響は少ないと考えられます。
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「３．新たなサービス開発や設備増強に係る投資への対応」 
「４．サービス全般の仕組み見直しや運用改善への対応」 
「５．今後の事業者要望や設備老朽化等への対応」 

光クロス等への対応などは理解
するも、過年度の投資で償却終
了を迎える開発機能もある中で
全体のコストへの影響が不明。

仮に開発に100億円投じたとし
ても年間の費用は償却ベースで
あり、数千億円の光卸コストにお
ける増分の構成比は1％未満。
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（参考）FTTHアクセスサービスにおける光卸の原価推計 

約4,662億円

FTTHその他

約1,768億円

FTTHアクセス
サービス営業費用

FTTH契約数に
おけるサービス
卸契約数の割合

光卸トータル
原価推計

東日本 3,480億円 75.8% 2,638億円

西日本 2,950億円 68.6% 2,024億円

合計 6,430億円 72.7% 4,662億円

出典
NTT東西 2024年3月
指定電気通信役務損益
明細表

総務省 電気通信事
業分野における市場
検証（令和5年度） 
年次レポート P133

東日本
https://www.ntt-
east.co.jp/kessan/pdf/jig
youhou2023.pdf

https://www.soumu.go
.jp/main_content/0009
64932.pdf

西日本
https://www.ntt-
west.co.jp/info/zaimu/pd
f/all2023.pdf

同上
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光卸原価推計 
約4,662億円 

FTTHその他
約1,768億円 

新規に開発費100億円投じた場合の
減価償却費インパクト（1%未満）
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「６．今後における需要やコストの見通し」 

左記についてはNTT東西殿の実
数ではなく相関の程度が不明。

光卸契約者数微増の環境で、
かつジョブ型制度等で経費効率
化を図る中で、人件費の 『総額』 
が左記指数と同程度かは不明。

  2019年度及び2023年度において光ケーブルの耐用年数を見直し、後年度に費用を先送
りしたことで、今後減価償却費が増加する見通しであること

 メタル回線も含めた固定通信市場全体の需要縮小により、電柱・土木設備などメタル回
線と共有する設備の１回線あたり負担額が上昇する見通しであること

経営効率化により光卸に関わる従業員数の
減少を図る一方で、実務者等一人当たりの
人件費が上昇している事は考えられます。
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NTT殿決算データ
⇒ 企業会計基準に則り決算、監査にて報告されるもの

セグメント別損益（NTT殿IR資料）
⇒ 下記を総合ICT/地域通信/グローバル/不動産等の

管理会計ベース

接続会計
⇒ 電気通信事業法に基づき、他の電気通信事業者が

NTT殿の一種指定設備に接続する際のベース

全てのコストが原材料費、人件費
、経費等の原価要素ごとに集計、
報告されるデータ。各コストがど
の事業に紐づくかは不明。

地域通信に関わる全てのコストが
記載され、人件費等の総額の記載
はあるも光卸の「その他コスト」
相当額は分離されていない。

接続料相当額については指数のみ
では詳細が困難。

NTT殿がIRで開示する 「セグメント別損益」 にて便宜的に状況を確認 
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会計区分 光卸に関わるコストとの関係 
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光卸契約数は2023→2024で微増の見込み 
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NTT殿 IR資料（ https://group.ntt/jp/ir/library/results/2024/excel/fy2024q2hosoku1107.xlsx） 

（単位：千契約）
2023

通期実績
通期業績予想
【2024年5月】

（再掲）コラボ光 / （incl.） Hikari Collaboration Model 17,116 17,449
NTT東日本 / NTT East 10,069 10,252
NTT西日本 / NTT West 7,048 7,198
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（単位：十億円） 2023
通期実績

2023
2Q実績

2024
2Q実績 増減 2024通期予想

【2024年5月】

営業収益 3,183.2 1,527.0 1,500.8 ▲ 26.2 3,070.0
固定音声関連サービス収入 835.5 420.5 402.8 ▲ 17.7 -
IP系・パケット通信サービス収入 1,581.4 792.5 786.2 ▲ 6.3 -
通信端末機器販売収入 72.8 36.1 34.7 ▲ 1.4 -
システムインテグレーションサービス収入 221.2 87.4 90.3 2.9 -
その他の営業収入 472.3 190.5 186.9 ▲ 3.6 -

営業費用 2,745.5 1,310.9 1,309.5 ▲ 1.4 2,780.0
人件費 636.3 320.8 318.3 ▲ 2.5 -
経費 1,491.8 720.6 709.7 ▲ 10.9 -
減価償却費 409.4 200.9 213.2 12.3 -
減損損失 0.4 0.1 - - -
固定資産除却費 65.0 30.0 29.3 ▲ 0.7 -
租税公課 142.6 38.6 39.0 0.4 -

営業利益 437.7 216.2 191.3 ▲ 24.9 290.0

地域通信事業セグメント

NTT殿 セグメント別損益における 「地域通信事業セグメント損益」  
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人件費はむしろ減少

電気代等含め減少

光卸新機能は前期ほ
ど開始されていない

光卸契約数は微増 
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NTT殿 IR資料（https://group.ntt/jp/ir/library/results/2024/excel/fy2024q2hosoku1107.xlsx） 

https://group.ntt/jp/ir/library/results/2024/excel/fy2024q2hosoku1107.xlsx


１契約回線あたりコスト ＝ 「その他コスト」 ÷ 「光卸契約数」 の場合、
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詳細の把握はできないものの、NTT東西殿の地域通信セグメントにおいて、
人件費、その他経費等が対前年度実績で減少する中、光卸の人件費等だけ
がNTT東西殿引用の外部データと連動し増加するとは考えにくいと思われます。 

人件費 
その他経費 
償却費等 

契約者数 
17,116千人

人件費 
その他経費 
償却費等 

契約者数 
17,449千人

2023 2024 

１契約回線あたり
コストは改善する
のでは？ 

減少

微増
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「７．光サービス卸のビジネスモデル」  

どのように「リスクとリターンの構造」を卸料金の算定に反映しているのか、
定量的な考え方が不明。 
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 自己設置や相互接続とのバランスを勘案する際の定量的な基準、計算式 

 サービス開始当初から「将来の需要を見越した設備等への投資等」を補っ
て余りある過回収が想定されるところ、過年度を含めた投資と回収の状況  

 「将来の需要を見越した設備等への投資」を卸料金で回収しているのであ
れば、今後の接続料との間で二重回収となる懸念に関し、投資回収におけ
る定量的な基準、計算式

 上記理解の前提のもと、卸料金と接続料相当額の差分（その他コスト）の
各構成要素がその他コスト内に占める費用の割合とトレンド
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要望事項 ： 光サービス卸のビジネスモデルおよび構造に関する共通理解  

光卸料金検証の前提となるビジネスモデル、およびコストの全体構造を明確にする必要
があり、人件費・経費等の各論のみでは十分な説明がなされたと言えないと考えます。
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「卸料金と接続料との関係について改めて分かりやすく説明をお願いしたい。」
とのご質問に対し、NTT東西殿からは、

「こうした現下の市場環境において、今後接続料相当額の上昇が見込まれる局面
にはあるものの、コラボ事業者様における営業活動や利用者料金に与える影響を
踏まえると、接続料相当額の上昇に応じて光サービス卸の料金を値上げすること
は、市場環境に相当の変化が生じない限り、当社の料金戦略としても採り得ない
選択であると考えております。」

と卸料金の値上げは否定されておりますが、「コラボ事業者様は他の提供手段を
選択可能であり、当社の光サービス卸を今後も利用し続けることが保証されない
点において、接続料の設定方法の考え方とは構造的に異なるものと認識しており
ます。」との言及のみで、分かりやすい説明はなされておりません。

（ご参考）第82回接続料算定等に関する研究会  参考資料82-1より
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光コラボ事業者・当協会としましては、NTT東西さまと引き続き、
パートナーシップのもと、利用者の拡大、光コラボサービスの拡大
に向け取り組んで参る所存です。

市場、事業者の健全な発展に向け、適切な検証が進められるよう
お願い申し上げます。

以 上




